
あま市水道事業会計予算

令和３年度





議案第２２号

　　　 　　令和３年度あま市水道事業会計予算

　  (総則）

第１条 　令和３年度あま市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　  (業務の予定量）

第２条 　業務の予定量は､次のとおりとする。

(1) 戸

(2) m3

(3) m3

(4) 千円

　  (収益的収入及び支出）

第３条 　収益的収入及び支出の予定額は､次のとおりと定める。

第１款　 水道事業収益 千円

第１項　 千円

第２項　 千円

第３項　 千円

第１款　 水道事業費用 千円

第１項　 千円

第２項　 千円

第３項　 千円

第４項　 千円

　  (資本的収入及び支出）

第４条 　資本的収入及び支出の予定額は､次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額155,593千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額29,012

千円及び過年度分損益勘定留保資金126,581千円で補塡するものとする。）。

第１款　 資本的収入 千円

第１項　 千円

第２項　 千円

第１款　 資本的支出 千円

第１項　 千円

第２項　 千円

523,173

813,591

6,591

（配水設備工事費）

収 入

営 業 収 益

523,925建 設 改 良 費

工 事 負 担 金

413,874

14,044

94,332

738,108

営 業 外 収 益

832,442

一 日 平 均 給 水 量

主要な建設改良事業

企 業 債 230,000

569,467

企 業 債 償 還 金

18,100

5,126,000

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

収 入

183,874

2

8,632

特 別 損 失

支 出

営 業 外 費 用

支 出

特 別 利 益 2

828,816

営 業 費 用

予 備 費

45,542
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　  (企業債）

第５条 　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　  (一時借入金）

第６条 　一時借入金の限度額は、5,000千円と定める。

　  (予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項

　　　の間の流用

　  (議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 千円

(2) 千円

　  (たな卸資産購入限度額）

第９条 　たな卸資産の購入限度額は、10,779千円と定める。

令和３年３月１日　提出

　　　　　あま市長　　村　上　浩　司

借入先の融資条件によ
る。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償
還期限を短縮し、又は繰
上償還若しくは低利に借
り換えることができる。

起債の目的 限度額

証書借入

償還の方法起債の方法

職 員 給 与 費

100交 際 費

230,000千円
配水管更新
事業

70,727

利率

　　　2.5％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る資金について、
利 率 の 見 直 し を
行った後において
は、当該見直し後
の利率）
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予 算 に 関 す る 説 明 書





1

1

1

2

3

2

1

2

3

4

5

3

1

2

1

1

1

2

3

4

5

6

7

2

1

過年度損益修正益

1

支　　　出

1

款 項

固 定 資 産 売 却 益

資 産 減 耗 費 2,713

1,000

358,593

雑 収 益

予 定 額目

116,864

総 係 費

そ の 他 営 業 費 用

備     考

813,591

原 水 及 び 浄 水 費

828,816

832,442

94,332

令和３年度あま市水道事業会計予算実施計画

予 定 額 備     考

（単位　千円）

収　　　入

18,287

収益的収入及び支出

目項款

受 取 利 息

水 道 事 業 収 益

738,108

718,821

1,000

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

その他の営業収益

分 担 金

71,164

及 び 配 当 金

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金 480

936

長 期 前 受 金 戻 入

21,551

201

水 道 事 業 費 用

（単位　千円）

営 業 費 用

減 価 償 却 費

127,234

207,186

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

特 別 利 益

営 業 収 益
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2

1

2

3

3

1

2

4

1

1

1

1

2

1

1

1

1

2

2

1

営 業 外 費 用 6,591

2,309

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

4,081

予 定 額

413,874

雑 支 出

固 定 資 産 売 却 損

収　　　入

予 備 費

230,000

569,467

資本的収入及び支出

備     考

523,173

企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金

752

建 設 改 良 費

固 定 資 産 購 入 費

45,542

45,542

建 設 改 良 費

款

企 業 債

過年度損益修正損

工 事 負 担 金

企 業 債

支　　　出

（単位　千円）

予 備 費 8,632

資 本 的 支 出

予 定 額目

523,925

項

183,874

1

8,632

目

特 別 損 失

款 項

2

201

地 方 消 費 税
消 費 税 及 び

183,874

工 事 負 担 金

備     考

（単位　千円）

予 定 額 備     考

1

項款

230,000

資 本 的 収 入

目

（単位　千円）
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（単位　円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 5,117,000

減価償却費 207,186,000

固定資産除却費 2,612,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 153,000

賞与引当金等の増減額（△は減少） 803,000

長期前受金戻入 △ 71,164,000

受取利息及び配当金 △ 936,000

支払利息及び企業債取扱諸費 4,081,000

未収金の増減額（△は増加） △ 13,793,000

未払金の増減額（△は減少） 468,000

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 222,000

小計 123,765,000

利息及び配当金の受取額 975,000

利息の支払額 △ 4,081,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 120,659,000

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 546,922,000

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 2,000,000

工事負担金による収入 107,307,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 437,615,000

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 230,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 45,542,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 184,458,000

資金増加額（又は減少額） △ 132,498,000

資金期首残高 899,828,000

資金期末残高 767,330,000

令和３年度あま市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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１　総括

　ア　会計年度任用職員以外の職員

　イ　会計年度任用職員

0 △ 8比 較

406

0

前 年 度 106

（千円）

24

（千円）

398

手 当 手 当 手 当

24

（千円）（千円）
手 当

（千円）
手 当

本 年 度 106

手 当手 当
勤 勉
手 当 手 当 給 付 費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

通 勤 時 間 外 管理職員 期 末 児 童 退 職
勤 務 特別勤務

手 当 の
内     訳

区 分
管 理 職 扶 養 地 域 住 居

320 2,624

比 較 (0) 0 0 △ 8 △ 8 80 72

前 年 度 (1) 0 1,768 536 2,304

（千円） （千円）

本 年 度 (1) 0 1,768 528 2,296 400 2,696

備　　　考
報 酬 給 料 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 △ 1,485 0 △ 192

区 分
給 与 費

職 員 数 法定福利費 合 計

比 較 0 258 △ 137 △ 9 27

578 4,500 1 14,402 480 4,602

4,500 1 12,917 480 4,410

前 年 度 1,334 774 2,050 1,008

（千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1,334 1,032 1,913 999 605

手 当 手 当 手 当 給 付 費
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当
勤 務 特別勤務 勤 勉

通 勤 時 間 外 管理職員 期 末 児 童 退 職

手 当 の
内     訳

区 分
管 理 職 扶 養 地 域 住 居

72,645

比 較 △ 1 0 △ 2,565 △ 1,538 △ 4,103 △ 511 △ 4,614

前 年 度 9 0 32,037 29,729 61,766

本 年 度 8 0 29,472 28,191

比 較

給 料 手 当 計

57,663

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

管 理 職

手 当
（千円）

1,334

1,334

区 分
給 与 費

（千円）

職 員 数

△ 2,565△ 1

2580

前 年 度

480629

（千円）

1

法定福利費 合 計 備　　　考
報 酬

10

（千円）

999

（千円）

給　　与　　費　　明　　細　　書

手 当 の
内     訳

区 分

本 年 度

△ 19227

480602

10,879

4,500

（千円）（千円） （千円）

0 0

14,808

（千円）

10,368 68,031

774 2,156 1,008

手 当

4,602

0 △ 1,493

（千円）
手 当

△ 137 △ 9

手 当手 当

1,032

（千円） （千円）

2,019

手 当

住 居
勤 勉

児 童時 間 外

4,41013,315

手 当 手 当

14,500

△ 1,546

33,8050

特別勤務
期 末管理職員

△ 4,542

扶 養

11,199 75,269

70,727

地 域 通 勤

△ 431

30,265

△ 4,111

64,070

0

計
（千円）

28,719 59,95931,240

備　　　考

10,768

（千円）

合 計

（千円）（千円）

9 0

給 料
（千円）

手 当
区 分

給 与 費
職 員 数 法定福利費

（千円）
報 酬

（人）

給 付 費

退 職
勤 務
手 当

本 年 度

前 年 度

比 較

（注）（　）内は、一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書きしたもの
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２　給料及び手当の増減額の明細

改定率

平均昇給率

職員数の異動状況
現に在職する
職員数

本年度
前年度

手当の内訳のとおり

３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当たりの給与

　(2) 初任給

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日

10人

現在

（円）

（円）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

高 校 卒

備 考

9人

290,243

380,793

一　　般　　職　　（円）

説　　　　　　明

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額 （円）

38.5

0.00%

大 学 卒

一 般 職

現在

他会計との異動

（歳）

一　　般　　職　　（円）

区 分 増減額（千円）

△ 2,565

増減事由別内訳（千円）

手 当

区 分

 給与改定に伴う増
 減分

△ 1,546
△ 145

0

△ 1,401

 その他の増減分 △ 2,971

 昇給に伴う増加分

 その他の増減分

 制度改正に伴う増
 減分

（円）

182,200

150,600

区 分

1.66%

150,600

182,200

平 均 給 料 月 額

37.7

298,650

給 料

主に期末手当の減少

一　般　会　計　の　制　度

平 均 年 齢

令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 364,475

備　　　　　　考

（歳）

406
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　(3) 級別職員数

（注）（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

　（級別の基準となる職務）

(1)
1

(1)
8

(100.0)
12.5

(100.0)
100.0

2 25.0

1 12.5

1 12.5

1 14.3

2 25.0

1 12.5

100.07

2 28.6

0 0.0

1 14.3

2 28.6

計

７ 級

８ 級

14.3令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現在 1

２ 級

一 般 職

３ 級

６ 級

４ 級

級

１ 級

２ 級

５ 級

課長又は主
幹の職務

一 般 職 主事又は技
師の職務

主任の職務 課長補佐の
職務

３ 級 ５ 級４ 級

現在 ５ 級

区 分

次長の職務 部長の職務係長の職務

６ 級 ７ 級 ８ 級

主査の職務

３ 級

計

職　　員　　数　　（人） 構　　成　　比　　（％）

８ 級

区 分 １ 級

４ 級

６ 級

７ 級

１ 級

２ 級

令 和 ２ 年 １ 月 １ 日
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　(4) 昇給

　(5) 期末手当・勤勉手当

（注）（　）内は、再任用職員の標準的な支給率

　(6) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　(7) 地域手当

　(8) その他の手当

通 勤 手 当 同　　一

扶 養 手 当

住 居 手 当

同　　一

同　　一

区　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容

8

一 般 職合 計

8

7

３号給

（％）

（人）

５号給 （人）

（人）

号 級 数 別 内 訳

比　　　率

昇 給 に 係 る 職 員 数
〔 Ａ 〕　

区 分

〔 Ｂ 〕　
職 員 数 （人）

　〔 Ｂ 〕／〔 Ａ 〕　

2.225

（人）

２号給 （人）

４号給

〔 Ｂ 〕　
〔 Ａ 〕　

区 分

３号給 （人）
（人）

５号給 （人）

4.45

2.225

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

2.225

 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置１２月 （月分）

(2.35)

4.45

33.27075 47.709

区 分

備 考

（％）

全　　　　　　域

47.709

支　給　率　等

24.586875 33.27075

6

一 般 会 計 の 制 度 （ 支 給 率 ）

8

2.25

そ の 他 の 加 算
措       置       等

 20年勤続の
 者　（月分）

昇 給 に 係 る 職 員 数

措置（2％～45％加算）

職 員 数
7

号 級 数 別 内 訳

備 考
支　給　率　計

（月分）

（％）

2.25

47.709

100.0

（％）

24.586875

最 高 限 度
（月分）

 35年勤続の
 者　（月分）

有

定年前早期退職特例

定年前早期退職特例

47.709

支 給 率

有

支 給 対 象 地 域

措置（2％～45％加算）

（人）

(2.35)

支 給 対 象 職 員 数

前 年 度

支 給 期 別 支 給 率

一 般 会 計 の 制 度

 25年勤続の
 者　（月分）

2.225

(1.175)

6

比　　　率 　〔 Ｂ 〕／〔 Ａ 〕　

６月 （月分）

4.5

（人）

(1.175) (1.175)

２号給

7

（人）

100.0

前

年

度

7

本

年

度

(1.175)

(2.35)

有

7４号給

（人）

7

本 年 度
(1.175) (1.175)
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(1)

イ 99,838,000

ロ 442,029,000

△ 213,005,000 229,024,000

ハ 8,541,159,000

△ 3,922,607,000 4,618,552,000

ニ 1,319,674,000

△ 780,642,000 539,032,000

ホ 3,210,000

△ 2,096,000 1,114,000

ヘ 9,826,000

△ 9,016,000 810,000

ト 51,684,000

5,540,054,000

(2)

イ 149,000

149,000

(3)

イ 340,412,000

340,412,000

5,880,615,000

(1) 767,330,000

(2) 86,033,000

△ 1,631,000 84,402,000

(3) 2,880,000

854,612,000

6,735,227,000

土 地

無 形 固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

未 収 金

現 金 預 金

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

２ 流 動 資 産

電 話 加 入 権

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

令和３年度あま市水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

資　産　の　部

（単位　円）

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

１ 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

投 資 有 価 証 券

建 物

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
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(1)

イ 871,108,000

871,108,000

(1)

イ 46,073,000

(2) 237,067,000

(3) 1,604,000

(4) 17,341,000

(5)

イ 4,295,000

ロ 809,000

5,104,000

307,189,000

(1)

イ 299,190,000

ロ 2,800,971,000

ハ 622,330,000

ニ 8,433,000

ホ 46,985,000

3,777,909,000

(2)

イ △ 27,705,000

ロ △ 1,135,641,000

ハ △ 437,678,000

ニ △ 5,332,000

△ 1,606,356,000

2,171,553,000

3,349,850,000

繰 延 収 益 合 計

工 事 負 担 金

負 債 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

長期前受金収益化累計
額 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

受 贈 財 産 評 価 額

４ 流 動 負 債

未 払 金

５ 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

分 担 金

県 補 助 金

長 期 前 受 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

分 担 金

県 補 助 金

建設仮勘定長期前受金

長期前受金収益化累計額

企 業 債

負　債　の　部

前 受 金

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てる ため の企業債

建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てる ため の企業債

３ 固 定 負 債
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2,929,012,000

(1)

イ 34,283,000

ロ 56,039,000

ハ 50,018,000

ニ 3,055,000

143,395,000

(2)

イ 312,970,000

312,970,000

456,365,000

3,385,377,000

6,735,227,000

資　本　の　部

６ 資 本 金

７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 合 計

分 担 金

工 事 負 担 金

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計
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注記

１　重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）によっている。

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

　(3) 固定資産の減価償却の方法

　　ア　有形固定資産

　　　　減価償却の方法　　　　　定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

　　　　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　 8～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～60年　　

　　　　　機械及び装置　　　　　 8～20年　　

　　　　　車両運搬具　　　　　　  　 4年

　　　　　工具、器具及び備品　 　3～15年

　　イ　無形固定資産

　　　　減価償却の方法　　　　　定額法

　(4) 引当金の計上方法

　　ア　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　イ　退職給付引当金

　　　　本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合

　　　に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出

　　　して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては

　　　退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　　ウ　賞与引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の

　　　負担に属する額（令和３年１２月から令和４年３月までの４か月分）を計上している。

　　エ　法定福利費引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額に基づ

　　　き、当事業年度の負担に属する額（令和３年１２月から令和４年３月までの４か月分）を計上している。

　(5) 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示

　　水道事業のみを運営しており、報告セグメントが単一であるため記載を省略している。

３　リース契約により使用する固定資産

　(1) リース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

　　っている。

　(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内　　　　   4,601千円

　　　１年超　　　　   7,742千円

　　　　計 　　 　　  12,343千円

４　その他

　(1) 賞与引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、期末・勤勉手当13,283千円を支給するため、賞与引当金4,235千円を取り崩してい

　　る。

　(2) 法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、期末・勤勉手当支給時に法定福利費2,392千円を支出するため、法定福利費引当金

　　795千円を取り崩している。

　(3) 貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、457千円を不納欠損するため、同額の貸倒引当金を取り崩している。
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(1) 604,513,000

(2) 909,000

(3) 16,729,000 622,151,000

(1) 326,007,000

(2) 88,723,000

(3) 909,000

(4) 119,417,000

(5) 194,962,000

(6) 6,196,000

(7) 1,000 736,215,000

114,064,000

(1) 938,000

(2) 19,592,000

(3) 48,781,000

(4) 67,810,000

(5) 183,000 137,304,000

(1) 4,406,000

(2) 5,280,000 9,686,000 127,618,000

13,554,000

(1) 1,000

(2) 1,000 2,000

(1) 1,000

(2) 1,000 2,000 0

13,554,000

300,253,000

313,807,000

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金

分 担 金

３ 営 業 外 収 益

２ 営 業 費 用

令和２年度あま市水道事業予定損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位　円）

１ 営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

営 業 損 失

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

４ 営 業 外 費 用

過 年 度 損 益 修 正 益

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

６ 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

固 定 資 産 売 却 損

５ 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損
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(1)

イ 99,838,000

ロ 442,029,000

△ 202,510,000 239,519,000

ハ 8,037,013,000

△ 3,773,635,000 4,263,378,000

ニ 1,319,114,000

△ 737,556,000 581,558,000

ホ 3,210,000

△ 1,645,000 1,565,000

ヘ 9,659,000

△ 8,953,000 706,000

ト 45,030,000

5,231,594,000

(2)

イ 149,000

149,000

(3)

イ 340,451,000

340,451,000

5,572,194,000

(1) 899,828,000

(2) 49,856,000

△ 1,784,000 48,072,000

(3) 2,658,000

950,558,000

6,522,752,000

令和２年度あま市水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

（単位　円）

資　産　の　部

１ 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２ 流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

投 資 有 価 証 券

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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(1)

イ 687,181,000

687,181,000

(1)

イ 45,542,000

(2) 304,987,000

(3) 1,604,000

(4) 17,341,000

(5)

イ 4,235,000

ロ 795,000

5,030,000

374,504,000

(1)

イ 259,190,000

ロ 2,691,573,000

ハ 623,220,000

ニ 8,433,000

ホ 28,000,000

3,610,416,000

(2)

イ △ 21,958,000

ロ △ 1,084,757,000

ハ △ 427,916,000

ニ △ 5,212,000

△ 1,539,843,000

2,070,573,000

3,132,258,000

負　債　の　部

３ 固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てる ため の企業債

固 定 負 債 合 計

４ 流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源
に充てる ため の企業債

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

前 受 金

流 動 負 債 合 計

５ 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

分 担 金

県 補 助 金

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

分 担 金

建設仮勘定長期前受金

県 補 助 金

収 益 化 累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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2,929,012,000

(1)

イ 34,283,000

ロ 56,039,000

ハ 50,018,000

ニ 3,055,000

143,395,000

(2)

イ 4,280,000

ロ 313,807,000

318,087,000

461,482,000

3,390,494,000

6,522,752,000

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

分 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資　本　の　部

６ 資 本 金

７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
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注記

１　重要な会計方針

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）によっている。

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

　(3) 固定資産の減価償却の方法

　　ア　有形固定資産

　　　　減価償却の方法　　　　　定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

　　　　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　 8～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～60年　　

　　　　　機械及び装置　　　　　 8～20年　　

　　　　　車両運搬具　　　　　　 　  4年

　　　　　工具、器具及び備品　 　3～15年

　　イ　無形固定資産

　　　　減価償却の方法　　　　　定額法

　(4) 引当金の計上方法

　　ア　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　イ　退職給付引当金

　　　　本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合

　　　に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出

　　　して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては

　　　退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　　ウ　賞与引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の

　　　負担に属する額（令和２年１２月から令和３年３月までの４か月分）を計上している。

　　エ　法定福利費引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額に基づ

　　　き、当事業年度の負担に属する額（令和２年１２月から令和３年３月までの４か月分）を計上している。

　(5) 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示

　　水道事業のみを運営しており、報告セグメントが単一であるため記載を省略している。

３　リース契約により使用する固定資産

　(1) リース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

　　っている。

　(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内　　　　  4,601千円

　　　１年超　　　 　12,342千円

　　　　計　　 　　  16,943千円

４　その他

　(1) 賞与引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、期末・勤勉手当12,346千円を支給するため、賞与引当金4,153千円を取り崩してい

　　る。

　(2) 法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、期末・勤勉手当支給時に法定福利費2,323千円を支出するため、法定福利費引当金

　　783千円を取り崩している。

　(3) 貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、362千円を不納欠損するため、同額の貸倒引当金を取り崩している。
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予 算 実 施 計 画 明 細





款
項 金額

1

1

1

1 718,821 給水栓数 栓

給水戸数 戸

基本水量料金

超過水量料金

消費税等

　合計

2

1 1,000 給配水管修繕等受託工事収益

3

2 83 給水装置工事事業者指定申請等手数料

新設給水装置工事設計審査手数料

新設給水装置工事完了検査手数料

新設給水装置工事設計手数料

3 18,203 消火栓等維持管理負担金

下水道工事負担金

下水道使用料徴収事務負担金

簡易水道料金収納事務負担金

木田上水道配水管理センター使用負担金

4 1 雑収益

2

1

1 102 預金利息

4 834 債券利息

2

1 21,551 水道施設分担金

3

有価証券
利息

941 △ 5

480 480

目

717,369

受取利息
及び配当
金

営業外収益

その他の
営業収益

前年度
予定額

受託工事
収益

1,000

17,628

92,479

0

94,332 1,853

659

手数料

雑収益

18,287

1,452

936

説　　　　明

828,478

2,111735,997

3,964

節
区分

1,000

預金利息

21,551 0

0

分担金

比較

21,551

他会計補
助金

分担金

65,347

受託工事
収益

414,950

令和３年度あま市水道事業会計予算実施計画明細

収益的収入及び支出

（単位　千円）

(収入）

営業収益

832,442水道事業収益

本年度
予定額

738,108

718,821

給水収益 718,821

238,524

19,800

18,100

水道使用
料金

33

1,000

9,555

1,070

他会計負
担金

24

24

5,738

840

2
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款
項 金額

1 480 一般会計補助金

4

1 5,747 受贈財産評価額戻入

2 54,645 工事負担金戻入

3 10,652 分担金戻入

5 120 県補助金戻入

5

2 1 不用品売却収益

10 200 その他雑収益

3

1

1 1 固定資産売却に伴う利益

2

1 1 過年度損益修正益

区分
節

その他雑
収益

工事負担
金戻入

雑収益

過年度損
益修正益

特別利益 2

本年度
予定額

前年度
予定額

比較

固定資産
売却益

1

3,964収 入 合 計

0

過年度損
益修正益

832,442

1

0201201

71,164 69,306 1,858

01

828,478

0

2

1

長期前受
金戻入

（単位　千円）

目

一般会計
補助金

固定資産
売却益

受贈財産
評価額戻
入

県補助金
戻入

分担金戻
入

説　　　　明

不用品売
却収益
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款
項 金額

1

1

1

19 100 滅菌装置設備点検業務委託料

21 222 水源借地料

22 250 機械等修繕費

滅菌器整備費

28 81 水道用滅菌薬品費

32 357,940 県営水道受水費

2

13 574 配水関係消耗品費

備品及び軽工具類購入費

15 42 ガス料金

19 17,919 機器保守点検業務委託料

空調設備保守点検業務委託料

非常用発電機保守点検業務委託料

自家用電気工作物保安管理業務委託料

消防用設備等保守点検業務委託料

浄化槽保守点検業務委託料

清掃業務委託料

害虫害獣駆除業務委託料

警備業務委託料

給水栓水質検査等業務委託料

残留塩素測定業務委託料

自動扉保守点検業務委託料

20 81 浄化槽清掃手数料

浄化槽法定検査手数料

22 77,559 給配水管漏水等修繕費

量水器取替工事費

量水器等修繕費

配水場施設整備修繕費

27 20,689 配水設備電気料金

自家発電用燃料費

手数料

26

69

17,472

788,619

233

200

15,080

99

198

12

964

96,919

区分
節

(支出）

目
前年度
予定額

本年度
予定額

（単位　千円）

説　　　　明

803,707

813,591

比較

配水及び
給水費

828,816

341

757

50

11,330

備消品費

水道事業費用

薬品費

受水費

修繕費

営業費用

原水及び
浄水費

賃借料

358,593 358,586 7

451

116,864

940

750

委託料

25,109

委託料

285

24,972

19,945

99

2,039

修繕費 36,000

光熱水費

80

20,590

9,007

動力費
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款
項 金額

3

26 1,000 給配水管修繕等受託工事費

4

1 21,468 職員給料　5人

2 13,994 管理職手当

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

管理職員特別勤務手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

3 2,896 賞与引当金繰入額

6 6,767 共済組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

社会保険料

労働保険料

7 547 法定福利費引当金繰入額

8 31 普通旅費

9 4,410 退職手当組合負担金

12 38 被服購入費

13 637 事務消耗品費

図書・追録購読料

備品購入費

14 278 車両用燃料費

16 1,843 調定業務印刷用紙

その他印刷製本費

17 3,911 郵便料金

電話料金

通信料金

手当

339

663

総係費

2,800

2,521

714

1

給料

130

6,267

125,865127,234

比較
節

区分
1,000 1,000受託工事

費

3,729

1,018

備消品費

本年度
予定額

法定福利
費引当金
繰入額

（単位　千円）

151

印刷製本
費

228

目 説　　　　明

1,334

法定福利
費

賞与引当
金繰入額

前年度
予定額

100

376

1,413

118

2,665

旅費

燃料費

1,369

通信運搬
費

1,725

0

工事請負
費

480

被服費

退職給付
費

356

24
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款
項 金額

19 60,457 水道使用料金システム調定及び保守業務

委託料

歳入事務電算化システム業務委託料

検針業務等委託料

配管台帳システムデータ更新業務委託料

塵芥収集運搬業務委託料

水道使用料金システム運用試験業務委託料

上下水道料金システム改修業務委託料

水道施設台帳作成業務委託料

その他委託料

20 2,586 水道使用料金口座振替事務取扱手数料

コンビニ収納手数料

インターネットバンキング利用手数料

21 5,166 企業会計システム賃借料

ハンディターミナル賃借料

複写機賃借料

22 320 車両点検整備費

車両等修繕費

30 600 水道事故等補償金

33 95 技術・事務講習会参加費

35 100 交際費

37 212 日本水道協会会費負担金

尾張水道連絡協議会会費負担金

38 529 自動車保険料

水道賠償責任保険料

建物災害保険料

39 304 貸倒引当金繰入額

42 20 自動車重量税

43 25 その他雑費

5

1 207,186 建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

工具、器具及び備品減価償却費

手数料

2,390

委託料

3,542

28

105

4,931

1,000

9,605

957

45

216

修繕費

賃借料

貸倒引当
金繰入額

目
本年度
予定額

比較
前年度
予定額

研修費

451

63

補償金

10,495

238

交際費

会費負担
金

3,069

207,186

有形固定
資産減価
償却費

保険料

197,581

雑費

73

170

150

184

1,584

区分

43,086

38,782

（単位　千円）

減価償却
費

節

792

153,091

239

説　　　　明

8,052

公課費

2,671

52
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款
項 金額

6

1 2,712 固定資産除却費

固定資産撤去費

2 1 たな卸資産減耗費

7

2 1 雑支出

2

1

1 4,081 財務省財政融資資金

地方公共団体金融機構

2

1 2,309 消費税及び地方消費税

3

2 1 不用品売却原価

5 200 その他雑支出

3

1

1 1 固定資産売却に伴う損失

2

1 1 過年度損益修正損

4

1

1 8,632 予備費

1

1

0

201

1

△ 9003,209

201

2

△ 369

消費税及
び地方消
費税

△ 5,954

固定資産
除却費

たな卸資
産減耗費

0

企業債利
息

0

8,632

8,632

1

特別損失

固定資産
売却損

過年度損
益修正損

2

25,109803,707

予備費

7,226

828,816

1,406

1,4067,226

支 出 合 計

予備費

雑支出

予備費

その他雑
支出

2,278

1,803

雑支出

△ 1,269

支払利息
及び企業
債取扱諸
費

0

不用品売
却原価

過年度損
益修正損

固定資産
売却損

0

4,450

消費税及
び地方消
費税

2,309

営業外費用 6,591

4,081

7,860

1

説　　　　明目

1その他営
業費用

資産減耗
費

2,713 8,667

節
比較

本年度
予定額

（単位　千円）

区分

100

2,612

前年度
予定額
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款
項 金額

1

1

1

1 4,000 給水申込者配水管布設工事負担金

2 179,874 下水道工事等配水管支障移転工事負担金

消火栓設置工事負担金

2

1

1 230,000 建設改良費等の財源に充てるための企業債

収 入 合 計 70,248343,626

200,000

30,000

30,000

資本的収入及び支出

（単位　千円）

(収入）

比較
節

143,626

工事負担金

他会計工
事負担金

工事負担
金

183,874

企業債

177,674

工事負担
金

413,874 343,626 70,248

40,248143,626

区分
説　　　　明

前年度
予定額

目
本年度
予定額

資本的収入

230,000

413,874

企業債 230,000

40,248183,874

200,000

2,200

企業債
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款
項 金額

1

1

1

1 9,772 職員給料　3人

2 7,419 扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

6 3,454 共済組合負担金

19 51,200 配水管更新工事設計業務委託料

配水管布設及び布設替工事設計業務委託料

給水申込者配水管布設工事設計業務委託料

下水道工事等配水管支障移転工事設計業務

委託料

配水管設計確認業務委託料

26 451,328 配水管更新工事

配水管布設及び布設替工事

給水申込者配水管布設工事

下水道工事等配水管支障移転工事

消火栓設置工事

県水流入弁更新工事

2

3 568 量水器取付け

5 184 金属探知機

2

1

建設改良費

4,184

4,184企業債償還
金

企業債償
還金

節
区分

前年度
予定額

比較

資本的支出 569,467

目
本年度
予定額

（単位　千円）

説　　　　明

494,582

535,940 33,527

29,343

336

606

290

318

29,139

5,000

600

23,245

1,780

(支出）

1,700

2,389

14,014

523,925

固定資産
購入費

548752 204

工具、器
具及び備
品購入費

給料

法定福利
費

494,034

機械及び
装置購入
費

建設改良
費

工事請負
費

57,162

155,029

11,223委託料

2,118

45,542 41,358

2,200

5,500

45,542 41,358

523,173

226,437

手当
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款
項 金額

1 45,542 財務省財政融資資金

地方公共団体金融機構

節

34,161

比較

企業債償
還金

33,527535,940

説　　　　明
区分

目
本年度
予定額

前年度
予定額

支 出 合 計 569,467

（単位　千円）

11,381
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